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1. はじめに 

 日本では現在，道路整備事業の評価手法として，

「走行時間短縮便益」，「走行経費減少便益」，「交通

事故減少便益」の 3便益と，維持管理・更新費を計

算し，費用便益分析を行うことが一般的である．こ

の手法の問題点として，時間価値として労働を想定

した機会費用が用いられることや，便益を得る主体

として主に走行者のみを対象にしていることなどが

挙げられる．今後，高齢化や経済成熟によって，人々

の価値観が変化し，労働のみならず余暇などの他の

行動に関する価値が増大していくと予想されると考

えると，現行の費用便益分析では，ますます対応が

困難となっていくことが考えられる．  

 人々の価値観を考慮して，非運転人口を含めた地

域住民の生活環境質を評価する手法として，QOL 指

標を用いた方法が存在する．しかし，この手法を社

会資本の整備事業へ適用したケースは少ない． 

本研究では，2011 年に開通した名古屋第二環状自

動車道（名二環）の高針 JCT～名古屋南 JCT の区間

の整備事業を対象に，地域住民全体に帰着する便益

を「生活の質(Quality of Life: QOL)」指標を用いて評

価する．その結果から QOL 指標適用の利点，事業

評価への活用可能性を明らかにする． 

 

2. QOL 評価手法  

 QOL 概念の都市政策への適用は Myers
1)の研究で

論じられており，QOLを「住みよさ」の度合い， 

つまり「生活の充実度」としている．本研究では加

知ら 2)を参考に，住民の生活環境の質を表す物理量

である「生活環境質向上機会（Life Prospects: LPs）」

を，住民の LPs の嗜好を示す「価値観 w」で重み付

けして QOL値を算出する．算出式を式(1)に示す． 

LPs は，通勤利便性などの「経済・雇用機会」，医

療機会などの「生活・文化機会」，走行快適性などの

「居住・移動快適性」，ネットワーク信頼性などの「安

心安全性」，音環境などの「環境負荷性」の 5つの要

素から構成されるとする．本研究で定義した構成要

素を表-1に示す．価値観 wは，住民を対象に行った，

生活環境の質に関する意識調査アンケートの結果か

ら，コンジョイント分析を行って算出する． 

 

3. 名二環沿線・周辺地域での推計 

3.1 対象地域および評価単位 

 本研究では，名二環沿線・周辺の 30市区町を対象

とし，QOL値の算出を行う．使用した空間データお

よび統計資料を表-2に示す． 

 

3.2 アンケート結果 

 住民の LPs への嗜好に関する価値観を知るため，

対象地域の 20歳以上の住民を対象に，生活環境の質

に関して WEB 方式のアンケートを行った．その結

果，地域別・年代別でほぼ均等に，全 3092 サンプル

を得た．この結果をコンジョイント分析し，住民の

価値観を算出した． 

サンプル（属性）でみると，全体では安心安全性

表-1 生活環境質向上機会の構成要素 

 

  LPsw,fQOL   (1)  



が最も嗜好され，次いで経済・雇用機会が嗜好され

ていることが明らかになった．また，属性別に見る

と，男性が女性に比べて通勤時間を重視しているこ

と，高所得層が安心安全性の項目を重視しているこ

と，高齢者が環境性を重視していることなどが明ら

かになった． 

 

3.3 地区別の QOL 値の算出 

 算出した LPs と住民の価値観から，市区町村単位

で整備前後の QOL 値を算出した．家賃で基準化し

た QOL値の分布を図-1に示す．西部で QOL値が低

くなる傾向が見られたが，地震による被害予想が大

きいことが主に寄与している． 

 

3.4 QOL 指標による整備事業効果の算出 

 整備前後の QOL 値の差から，QOL 値の向上分を

算出した．家賃で基準化した QOL 値の分布を図-2

に示す．新規開通区間沿線・周辺地域において QOL

値の向上が大きく見られた．また，やや離れた地域

でも QOL 値の向上が見られ，整備事業の効果が広

く現れていることが明らかになった． 

 

4. おわりに 

 本研究では，高速道路の整備事業効果を，地域住

民の QOL 向上としてとらえる評価手法を開発し，

実際の事業について算出を試みた．今後は，アンケ

ートから得られたサンプルの属性や，現状の生活の

満足度などのデータから，当手法の妥当性を確認し，

精度の向上に取り組む． 
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表-2 使用データ 

 

 

図-1 整備後における地区別の QOL 値 

 

図-2 QOL 指標による整備事業効果 
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